
 

     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

     

令
和

４
年

度
 

鹿
児

島
県

原
子

力
防

災
訓

練
想

定
事

故
（

概
要

）
 

３
 

②
原
子

炉
冷
却
材

の
漏

え
い

量
が
増
加

。
 

 
 

⑤
非
常

用
炉
心
冷

却
装

置
作

動
。

 
 

 
⑤

充
て

ん
／
高
圧

注
入

ポ
ン

プ
全
台
故

障
。
 

【
事
故
の

進
展
状

況
】

 

１
 地

震
発

生
に

よ
り
、

原
子

炉
が

自
動
停
止

。
 

 
 ①

外
部

電
源

が
喪
失

。
 

 
 ②

原
子

炉
冷

却
材
漏

え
い

が
発

生
。

 
 

 ③
非

常
用
デ

ィ
ー
ゼ

ル
発

電
機

は
１
台
起

動
（

１
台

故
障
）
。

 

４
 

③
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
の
全
台
故
障
に
よ
り
、
全

交
流

動
力

電
源
喪

失
と
な
る

。
 

９
 

格
納
容

器
内
の
圧

力
が

最
高

使
用
圧
力

を
超

え
、
 

⑨
放

射
性
物

質
が
発
電

所
周

辺
環

境
へ
放
出

。
 

[
 

川
 

内
 

１
 

号
 

機
 

]
 

1
0
 

⑩
移
動

式
大
容
量

ポ
ン

プ
車

の
接
続
が

完
了

し
、
 

⑪
格

納
容

器
再

循
環

ユ
ニ

ッ
ト

へ
の

冷
却

水
通

水
に

よ
る
 

格
納

容
器

内
自

然
対

流
冷

却
を

行
う

こ
と

に
よ

り
格

納
容

器

内
の

圧
力

が
低

下
し

、
放

射
性

物
質

の
発

電
所

周
辺

環
境

へ

の
放

出
が

停
止
。
 

５
 

全
て
の
交
流
動
力
電
源
が
喪
失
し
、

 
⑤
非
常
用
炉
心
冷
却
装

置
に

よ
る

原
子

炉
へ

の
注

入
が

不
能

と

な
る

。
 

７
 

⑧
常

設
電

動
注

入
ポ

ン
プ

に
よ

る
代

替
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ

に
よ

り
格
納

容
器
内
に

注
水

を
開

始
。

 
 

 
そ

の
後

、
⑥

特
定

重
大

事
故

等
対

処
施

設
を

構
成

す
る

設
備

（
ポ

ン
プ
）

に
よ
る
代

替
格

納
容

器
ス
プ
レ

イ
を

停
止

。
 

８
 

発
生

し
た

蒸
気

に
よ

っ
て

格
納

容
器

内
の

圧
力

が
上

昇
。

 

２
 ④

電
動

補
助

給
水
ポ

ン
プ

故
障

停
止

 
 

（
④

タ
ー

ビ
ン
動
補

助
給

水
ポ

ン
プ
１
台

起
動

中
）

 

６
 

⑥
特
定
重
大
事
故
等
対
処
施
設
を
構
成
す
る
設
備
（
ポ
ン
プ
）
 

に
よ
る
代
替
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
に
よ
り
格
納
容
器
内
に
注
水
を

開
始
。

 
 

 
⑦

大
容

量
空
冷
式

発
電

機
か

ら
交
流
動

力
電

源
を

受
電
。

 

住
民
避
難

の
た
め
放
射

性
物
質
の
放

出
に
至
る
ま

で
の
事
故
想

定
と
な
る
よ

う
に
、

川
内

原
子

力
発

電
所

が
保

有
す

る
設

備
を

突
然

故
障

さ
せ

る
等

、
設

備
が

正
常

に
 

機
能
し
な
い
状
況
を
い
く
つ
か
付
与
し
て
い
ま
す
。
 

Ⅰ - ６　川内原子力発電所事故想定概要
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Ⅰ - ７　地震想定
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薩
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訓 練 

要  請 
 

令和５年２月１１日 ７時５分  

 

鹿児島県知事   殿 

�摩�内市長   殿 

いちき串木野市長 殿 

阿久根市長    殿 

鹿児島市長    殿 

出水市長     殿 

日置市長     殿 

姶良市長     殿 

さつま町長    殿 

長島町長     殿 

 

 原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警戒本部長  

 

２月１１日７時００分に発生した薩摩半島西方沖を震源とする地震は、原子

力災害対策指針に定める警戒事態に該当すると判断したことから、連絡体制の

確立等の必要な体制をとるよう要請する。 

 
  

Ⅰ - ８　国からの要請文・指示文・公示文
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区分 県名 市町名 

ＰＡＺ 鹿児島県
か ご し ま け ん

 ����市
さ つ ま せ ん だ い し

の一部（①） 

ＵＰＺ 鹿児島県
か ご し ま け ん

 

����市
さ つ ま せ ん だ い し

の一部（①を除く） 

いちき串木野市
く し き の し

の全域 

阿久根市
あ く ね し

の全域 

鹿児島市
か ご し ま し

の一部 

出水市
い ず み し

の一部 

日置市
ひ お き し

の一部 

姶良市
あ い ら し

の一部 

さつま町
ちょう

の一部 

長島町
ながしまちょう

の一部 

 

さつ ませんだいし 
薩摩川内市 

ＰＡＺ 

５km 

甑 島 

（薩摩川内市
さ つ ま せ ん だ い し

） 

こしき  しま 

長島町 
ながしまちょう 

阿久根市 
あ  く ね  し 

出水市 
いず み し 

さつま町 
ちょう 

姶良市 
あい ら し 

鹿児島市 
か ごしま し 

くし き の し 
いちき串木野市 

日置市 
ひ おきし 

参 考 凡例 

ＰＡＺ 

ＵＰＺ 

ＵＰＺ 

３０km 
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訓 練 

要  請 
 

令和５年２月１１日 ７時３０分  

 

鹿児島県知事   殿 

��川内市長   殿 

いちき串木野市長 殿 

阿久根市長    殿 

鹿児島市長    殿 

出水市長     殿 

日置市長     殿 

姶良市長     殿 

さつま町長    殿 

長島町長     殿 

 

原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警戒本部長 

 

九州電力株式会社川内原子力発電所第１号機において原子力災害対策指針に

定める警戒事態に該当する原子力施設の重要な故障等が発生したことから、下

記のとおり対応するよう要請する。 

 

記 

 

・九州電力株式会社川内原子力発電所のＰＡＺの施設敷地緊急事態要避難者（注）

は、避難準備を始めること。ただし、避難の実施により健康リスクが高まる要

配慮者は屋内退避の準備を始めること。 

・九州電力株式会社川内原子力発電所のＰＡＺの施設敷地緊急事態要避難者（注）

に対する安定ヨウ素剤の配布準備を始めること。 

・鹿児島県は、原子力規制委員会による緊急時モニタリングセンターの立ち上げ

の準備に協力するとともに、緊急時モニタリングの準備を始めること。 

・九州電力株式会社川内原子力発電所のＰＡＺ及びＵＰＺの住民、一時滞在者そ

の他公私の団体等は、防災行政無線、ラジオ、テレビ等による情報に注意する

こと。 

・新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、感染症対策の準備を始めること。 
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（注） 施設敷地緊急事態要避難者 

「施設敷地緊急事態要避難者」とは、ＰＡＺ内の住民等であって、施設敷地緊急

事態の段階で避難等の予防的防護措置を実施すべき者として次に掲げる者をい

う。 

 イ 要配慮者（災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第８条第２項第

１５号に規定する要配慮者をいう。以下同じ。）（ロ又はハに該当する者を

除く。）のうち、避難の実施に通常以上の時間がかかるもの 

 ロ 妊婦、授乳婦、乳幼児及び乳幼児とともに避難する必要のある者 

 ハ 安定ヨウ素剤を服用できないと医師が判断した者 
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区分 県名 市町名 

ＰＡＺ 鹿児島県
か ご し ま け ん

 ����市
さ つ ま せ ん だ い し

の一部（①） 

ＵＰＺ 鹿児島県
か ご し ま け ん

 

����市
さ つ ま せ ん だ い し

の一部（①を除く） 

いちき串木野市
く し き の し

の全域 

阿久根市
あ く ね し

の全域 

鹿児島市
か ご し ま し

の一部 

出水市
い ず み し

の一部 

日置市
ひ お き し

の一部 

姶良市
あ い ら し

の一部 

さつま町
ちょう

の一部 

長島町
ながしまちょう

の一部 

 
 

さつ ませんだいし 
薩摩川内市 

ＰＡＺ 

５km 

甑 島 

（薩摩川内市
さ つ ま せ ん だ い し

） 

こしき  しま 

長島町 
ながしまちょう 

阿久根市 
あ  く ね  し 

出水市 
いず み し 

さつま町 
ちょう 

姶良市 
あい ら し 

鹿児島市 
か ごしま し 

くし き の し 
いちき串木野市 

日置市 
ひ おきし 

参 考 凡例 

ＰＡＺ 

ＵＰＺ 

ＵＰＺ 

３０km 
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訓 練 

要  請 
       

令和５年２月１１日 ８時３５分  

 

鹿児島県知事   殿 

��川内市長   殿 

いちき串木野市長 殿 

阿久根市長    殿 

鹿児島市長    殿 

出水市長     殿 

日置市長     殿 

姶良市長     殿 

さつま町長    殿 

長島町長     殿 

 

原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同対策本部長  

 

 

九州電力株式会社から川内原子力発電所１号機において原子力災害対策特別措置

法第１０条第１項に定める事象が発生したとの通報を受け、当該事象が原子力災害対

策指針に定める施設敷地緊急事態に該当すると判断したことから、下記のとおり対応

するよう要請する。 

 

記 

 

・九州電力株式会社川内原子力発電所のＰＡＺの施設敷地緊急事態要避難者（注）

は、安全な避難が可能となるまでの間は屋内退避すること。安全が確認され、避

難の準備が整った段階で、安定ヨウ素剤の配布を受け避難すること。ただし、避

難の実施により健康リスクが高まる要配慮者は、引き続き放射線防護対策施設

において屋内退避すること。 

・屋内退避にあたっては、地震による家屋の倒壊等により自宅での屋内退避の実

施が困難な場合は、地震による影響がない安全な近隣の指定避難所等において

屋内退避等を実施すること。 

・九州電力株式会社川内原子力発電所のＰＡＺの一時滞在者は、避難経路が確保
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されるまでの間は屋内退避し、安全が確認され避難手段の準備が整った段階で、

安定ヨウ素剤の配布を受け帰宅すること。 

・九州電力株式会社川内原子力発電所のＰＡＺの住民（施設敷地緊急事態要避難

者（注）を除く）は、避難準備を始めること。 

・九州電力株式会社川内原子力発電所のＰＡＺの住民（施設敷地緊急事態要避難

者（注）を除く）に対する安定ヨウ素剤の配布準備を始めること。 

・九州電力株式会社川内原子力発電所のＵＰＺの住民は、屋内退避の準備を始め

ること。当該地域の一時滞在者であって自家用車で帰宅できる者は、安全な避

難が可能となった段階で帰宅すること。 

・九州電力株式会社川内原子力発電所のＰＡＺ及びＵＰＺの住民、一時滞在者、そ

の他公私の団体等は、防災行政無線、ラジオ、テレビ等による情報に注意するこ

と。 

・新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、感染症対策を講じること。 

 

（注） 施設敷地緊急事態要避難者 

「施設敷地緊急事態要避難者」とは、ＰＡＺ内の住民等であって、施設敷地緊急事態

の段階で避難等の予防的防護措置を実施すべき者として次に掲げる者をいう。 

 イ 要配慮者（災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第８条第２項第１５

号に規定する要配慮者をいう。以下同じ。）（ロ又はハに該当する者を除く。）のう

ち、避難の実施に通常以上の時間がかかるもの 

 ロ 妊婦、授乳婦、乳幼児及び乳幼児とともに避難する必要のある者 

 ハ 安定ヨウ素剤を服用できないと医師が判断した者 
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区分 県名 市町名 

ＰＡＺ 鹿児島県
か ご し ま け ん

 ����市
さ つ ま せ ん だ い し

の一部（①） 

ＵＰＺ 鹿児島県
か ご し ま け ん

 

����市
さ つ ま せ ん だ い し

の一部（①を除く） 

いちき串木野市
く し き の し

の全域 

阿久根市
あ く ね し

の全域 

鹿児島市
か ご し ま し

の一部 

出水市
い ず み し

の一部 

日置市
ひ お き し

の一部 

姶良市
あ い ら し

の一部 

さつま町
ちょう

の一部 

長島町
ながしまちょう

の一部 

 

 

さつ ませんだいし 
薩摩川内市 

ＰＡＺ 

５km 

甑 島 

（薩摩川内市
さ つ ま せ ん だ い し

） 

こしき  しま 

長島町 
ながしまちょう 

阿久根市 
あ  く ね  し 

出水市 
いず み し 

さつま町 
ちょう 

姶良市 
あい ら し 

鹿児島市 
か ごしま し 

くし き の し 
いちき串木野市 

日置市 
ひ おきし 

参 考 凡例 

ＰＡＺ 

ＵＰＺ 

ＵＰＺ 

３０km 
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訓練 
 

令和５年九州電力株式会社川内原子力発電所事故に係る原子力緊急事態宣言 
 

令和５年２月１１日１０時１０分 

 

令和５年２月１１日１０時００分、川内原子力発電所において、原子力災害対策特別措置法

第１５条第１項に規定する事象（原子炉冷却材漏えい時における非常用炉心冷却装置による注

水不能）が発生したとの通報を受けた。これを受け、原子力規制委員会は原子力緊急事態が発

生したと認めた。 

このため、原子力災害対策特別措置法第１５条第２項の規定に基づき、原子力緊急事態宣言

を発する。 

 

現在、川内原子力発電所の敷地外への放射性物質の漏えいは認められない。 

 

川内原子力発電所において、複数の対策を実施しており、炉心の損傷や格納容器の破損とい

う事態に至らぬよう努めていく。 

仮にこうした対策が全て有効に機能せず、放射性物質を放出する事態に至る場合があるとし

ても、１日程度の時間的余裕が見込まれる。 

こうした状況下で、国民の生命及び身体の安全の確保が最も重要との観点から、放射性物質

放出前の現時点から、避難、屋内退避などの対策を実施する。 

具体的には、川内原子力発電所から概ね５km 圏内（ＰＡＺ）の住民等は、安全な避難が可能

となるまでの間は屋内退避すること。その後、安全が確保され、避難の準備が整った段階で、

原則、安定ヨウ素剤を服用し、慌てることなく落ち着いて、避難すること。ただし、避難の実

施により健康リスクが高まる要配慮者は、安全な形で避難できるよう準備を進めているので、

その準備が整うまでの間、屋内退避を継続すること。 

また、避難等を行う上記の地域を除く、川内原子力発電所から概ね５km から３０km 圏内（Ｕ

ＰＺ）の住民等は、屋内退避すること。今後、状況を見て、屋内退避の解除や、必要な場合に

は、しっかりと準備を整えた上で、避難指示を行うので、それまでの間、落ち着いて屋内退避

を続けること。 

ただし、地震等の影響により自宅にて屋内退避の実施が困難な場合は、地震等の影響がない

安全な近隣の指定避難所等での屋内退避等を実施すること。 

なお、避難や屋内退避を実施するにあたり、新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、感

染症対策を講じること。 

 

政府としては、�ちに原子力災害対策��を��に、現地対策��を������川内�の

オフサイトセンターに設置し、関係府省庁・関係機関が一体となって、事態の早急な収束と、

国民の皆様の安全確保を最優先に、全力で対処していく。 

また、事態の推移や放射線モニタリングの結果の迅速な情報提供を行い、状況に応じ、更な

る指示を発していく。 

このため、避難や屋内退避の対象となる地域の皆様、国民の皆様におかれては、防災行政無

線、テレビ、ラジオ等による情報に注意し、国や自治体の指示に従って、落ち着いて行動して

いただきたい。 
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訓 練 

指  示 
       

令和５年２月１１日１０時１０分  

 

鹿児島県知事   殿 

��川内市長   殿 

いちき串木野市長 殿 

阿久根市長    殿 

鹿児島市長    殿 

出水市長     殿 

日置市長     殿 

姶良市長     殿 

さつま町長    殿 

長島町長     殿 
 

内閣総理大臣 岸田 文雄   
 
 
九州電力株式会社川内原子力発電所１号機で発生した事故に関し、原子力災害対策

特別措置法第１５条第３項の規定に基づき下記のとおり対応するよう指示する。 
 

記 
 

・九州電力株式会社川内原子力発電所のＰＡＺの住民及び一時滞在者は、安全な

避難が可能となるまでの間は屋内退避すること。その後、安全が確認され、避難

の準備が整った段階で、安定ヨウ素剤の配布を受け服用し、避難すること。ま

た、避難の実施により健康リスクが高まる要配慮者は、引き続き放射線防護対

策施設において屋内退避すること。 

・九州電力株式会社川内原子力発電所のＵＰＺの住民及び一時滞在者は、屋内退

避を実施すること。 

・屋内退避にあたっては、地震による家屋の倒壊等により自宅での屋内退避の実

施が困難な場合は、地震による影響がない安全な近隣の指定避難所等において

屋内退避等を実施すること。 

・九州電力株式会社川内原子力発電所のＰＡＺ及びＵＰＺの住民、一時滞在者、そ

の他公私の団体等は、防災行政無線、ラジオ、テレビ等による情報に注意するこ

と。 

・新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、感染症対策を講じること。 
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（別紙） 

安定ヨウ素剤の服用に当たって 

 

１．服用対象者 

一時滞在者等も含め、指示を受けた地域に所在する者は服用すること。 

特に、以下の者は服用を優先すること。 

・妊婦 

・授乳婦 

・未成年者（乳幼児を含む。） 

 

２．服用回数  

１回を原則とする。 

なお、２回目の服用を考慮しなければならない状況では、原子力規制委員会の判断

に基づいた原子力災害対策本部又は地方公共団体の指示に従うこと。 

 

３．服用量及び服用方法 

 以下の表 1に示す。 
1 安定ヨウ素剤の配布･服用に当たって（令和３年 7月２１日 一部改正） 

対象者 ヨウ素量(mg) 
ヨウ化カリウム量 

(mg) 
ヨウ化カリウム製剤 

生後１か月未満 12.5 16.3 
ゼリー剤（16.3mg） 

１包 

生後１か月以上３歳未満 25 32.5 

ゼリー剤（16.3mg） 

２包 

又は 

ゼリー剤（32.5mg） 

１包 

３歳以上１３歳未満 38 50 丸剤（50mg）１丸※ 

１３歳以上 76 100 丸剤（50mg）２丸※ 

※丸剤の服用が困難な者は、ゼリー剤又は散剤を水等にて溶解した液体を用いるこ

とができる。 

 

４．副作用に対する対応 

 アナフィラキシーショックを含む急性のアレルギー反応は極めてまれではあるが、

地方公共団体は、救護所等での体制整備や受入可能な医療機関との連携等に努め、適

切な対応を行うこと。 

甲状腺ホルモンの分泌異常による中長期的な健康影響は、単回服用で生じる可能性

は極めて低いが、新生児が服用した場合の甲状腺機能低下症は経過観察する等の配慮

を行うこと。 
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区分 県名 市町名 

ＰＡＺ 鹿児島県
か ご し ま け ん

 ����市
さ つ ま せ ん だ い し

の一部（①） 

ＵＰＺ 鹿児島県
か ご し ま け ん

 

����市
さ つ ま せ ん だ い し

の一部（①を除く） 

いちき串木野市
く し き の し

の全域 

阿久根市
あ く ね し

の全域 

鹿児島市
か ご し ま し

の一部 

出水市
い ず み し

の一部 

日置市
ひ お き し

の一部 

姶良市
あ い ら し

の一部 

さつま町
ちょう

の一部 

長島町
ながしまちょう

の一部 

 

 

さつ ませんだいし 
薩摩川内市 

ＰＡＺ 

５km 

甑 島 

（薩摩川内市
さ つ ま せ ん だ い し

） 

こしき  しま 

長島町 
ながしまちょう 

阿久根市 
あ  く ね  し 

出水市 
いず み し 

さつま町 
ちょう 

姶良市 
あい ら し 

鹿児島市 
か ごしま し 

くし き の し 
いちき串木野市 

日置市 
ひ おきし 

参 考 凡例 

ＰＡＺ 

ＵＰＺ 

ＵＰＺ 

３０km 
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訓練                    

 

公 示 
 

１．緊急事態応急対

策を実施すべき

区域 

��島���川内市、い�き���市、���市、��島市、 

出水市、日置市、姶良市、さつま町、長島町 

２．原子力緊急事態

の概要 

緊急事態該当事象発生日時 令和５年２月１１日１０時００分 

発生場所 九州電力株式会社川内原子力発電所１号機 

発生場所の天候状況 晴れ 

放射線等の状況 

 排 気 筒 モ ニ タ の 値： 異常なし 

  モ ニ タ リ ン グ ポ ス ト の 値： 異常なし 

被害状況：  

令和５年２月１１日 ８時３５分 原子炉冷却材漏えい時における

非常用炉心冷却装置による一部注水不能（１０条事象） 

令和５年２月１１日１０時００分 原子炉冷却材漏えい時における

非常用炉心冷却装置による注水不能（１５条事象） 

その他の特記事項 

 

３．１．の区域内の居

住者等に対し周

知させるべき事

項 

・九州電力株式会社川内原子力発電所のＰＡＺの住民及び一時滞在

者は、安全な避難が可能となるまでの間は屋内退避すること。その

後、安全が確認され、避難の準備が整った段階で、安定ヨウ素剤の

配布を受け服用し、避難すること。また、避難の実施により健康リ

スクが高まる要配慮者は、引き続き放射線防護対策施設において屋

内退避すること。 

・九州電力株式会社川内原子力発電所のＵＰＺの住民及び一時滞在

者は、屋内退避を実施すること。 

・屋内退避にあたっては、地震による家屋の倒壊等により自宅での屋

内退避の実施が困難な場合は、地震による影響がない安全な近隣の

指定避難所等において屋内退避等を実施すること。 

・九州電力株式会社川内原子力発電所のＰＡＺ及びＵＰＺの住民、一

時滞在者、その他公私の団体等は、防災行政無線、ラジオ、テレビ

等による情報に注意すること。 

・新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、感染症対策を講じるこ

と。 

    令和５年２月１１日１０時１０分 
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訓 練 

指  示 
       

 令和５年２月１１日 １０時１０分  

 

別紙 あて 

 

 

原子力災害対策本部長 岸田 文雄    

 

 

九州電力株式会社川内原子力発電所１号機で発生した事故が原子力緊急事態に至

ったことから、原子力災害対策重点区域内の屋外で緊急事態応急対策を行う防災業務

関係者（実動組織を含む。）の放射線防護について、原子力災害対策特別措置法第２

０条第２項に基づき、下記のとおり指示する。 

 

記 

 

１ 防護装備類の携行 

  あらかじめ整備された防護装備類を装着できるよう、携行すること。 

 

２ 安定ヨウ素剤の服用 

安定ヨウ素剤の初回服用を行うこと。複数回服用の開始時期は別途指示する。指

示発出以降、複数回服用を行う機関は、業務のローテーションを組むなど服用回数

を低減できるような体制をあらかじめ検討すること。 
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（別紙） 

 

【各指定行政機関の長】 

内閣総理大臣 

国家公安委員会委員長 

警察庁長官 

金融庁長官 

消費者庁長官 

総務大臣 

消防庁長官 

法務大臣 

外務大臣 

財務大臣 

文部科学大臣 

文化庁長官 

厚生労働大臣 

農林水産大臣 

経済産業大臣 

資源エネルギー庁長官 

中小企業庁長官 

国土交通大臣 

国土地理院長 

気象庁長官 

海上保安庁長官 

環境大臣 

原子力規制委員会委員長 

防衛大臣 

 

【関係自治体の長】 

鹿児島県知事 

 ���内市長 

 いちき串木野市長 

 阿久根市長 

 出水市長 

 日置市長 

 姶良市長 

 さつま町長 

 長島町長 
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訓 練 

指  示 
       

 令和５年２月１２日 １１時４０分  

 

鹿児島県知事 殿 

��川内市長 殿 

さつま町長  殿 

 

 

原子力災害対策本部長 岸田 文雄    

 

 

九州電力株式会社川内原子力発電所１号機で発生した事故に関し、原子力災害対策

特別措置法第２０条第２項の規定に基づき下記のとおり対応するよう指示する。 

 

記 

 

・九州電力株式会社川内原子力発電所の���のうち、鹿児島県��川内
さつませんだい

市八幡
や は た

地区

及び吉川
きちかわ

地区、さつま町神子
こ う し

柳野
やなぎの

地区の住民は、一時移転手段の準備が整い安全な

一時移転が可能となった段階で、安定ヨウ素剤の配布及び服用を受け、一週間程度

内に一時移転をすること。また、一時移転に際しては、避難退域時検査を受けるこ

と。 

・九州電力株式会社川内原子力発電所の���のうち、鹿児島県��川内
さつませんだい

市八幡
や は た

地区

及び吉川
きちかわ

地区、さつま町神子
こ う し

柳野
やなぎの

地区の地域生産物の摂取を控えること。 

・一時移転の対�となる鹿児島県��川内
さつませんだい

市及びさつま町の住民は、防災行政無線、

ラジオ、テレビ等による情報に注意すること。 

・新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、感染症対策を講じること。 
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 参考 

【鹿児島県】 

区分 市町名 地区名 

ＵＰＺ 

��川�
さつませんだい

市 八幡
や は た

地区、吉川
きちかわ

地区 

さつま町 神子
こ う し

柳野
やなぎの

地区 
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訓練                    

 

公 示 
 

１．緊急事態応急対

策を実施すべき

区域 

��島���川内市、い�き��野市、���市、��島市、 

出水市、日置市、姶良市、さつま町、長島町 

２．原子力緊急事態

の概要 

緊急事態該当事象発生日時 令和５年２月１１日 １０時００分 

発生場所 九州電力株式会社川内原子力発電所１号機 

発生場所の天候状況 晴れ 

放射線等の状況 

 排 気 筒 モ ニ タ の 値： 異常なし 

  モ ニ タ リ ン グ ポ ス ト の 値： 異常なし 

被害状況：  

令和５年２月１１日 ８時３５分 原子炉冷却材漏えい時における

非常用炉心冷却装置による一部注水不能（１０条事象） 

令和５年２月１１日１０時００分 原子炉冷却材漏えい時における

非常用炉心冷却装置による注水不能（１５条事象） 

その他の特記事項 

 

３．１．の区域内の

居住者等に対し

周知させるべき

事項 

・九州電力株式会社川内原子力発電所のＵＰＺの��、��島���

川内市八幡地区及び吉川地区、さつま町神子柳野地区の住民は、一

時移転の手段が整い安全な一時移転が可能となった段階で、安定ヨ

ウ素剤の配布および服用を受け、一週間程度内に一時移転をするこ

と。また、一時移転に際しては、避難退域時検査を受けること。 

・九州電力株式会社川内原子力発電所のＵＰＺの��、��島���

川内市八幡地区及び吉川地区、さつま町神子柳野地区の地域生産物

の摂取を控えること。 

・九州電力株式会社川内原子力発電所のＰＡＺ及びＵＰＺの住民、一

時滞在者その他公私の団体等は、防災行政無線、ラジオ、テレビ等

による情報に注意すること。 

・新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、感染症対策を講じるこ

と。 

令和５年２月１２日 １１時４０分 
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訓 練 

指  示 
       

 令和５年２月１２日 １１時４０分  

 

別紙 あて 

 

原子力災害対策本部長 岸田 文雄    

 

 

九州電力株式会社川内原子力発電所１号機からの放射性物質の放出の状況を踏ま

えて、ＯＩＬに基づく住民等の防護措置を関係地方公共団体の長等に指示したところ

であるので、原子力災害対策重点区域内の屋外又はＯＩＬ１若しくはＯＩＬ２に基づ

き防護措置の対象となった区域（原子力災害重点区域外を含む。以下同じ。）の屋外

で緊急事態応急対策を行う防災業務関係者（実動組織を含む。）の放射線防護につい

て、原子力災害対策特別措置法第２０条第２項に基づき、下記のとおり指示する。 

 

記 

 

 ＯＩＬ１又はＯＩＬ２に基づき防護措置の対象となった区域で活動を行う場合は

携行している防護装備類を装着する。なお、マスクについては、防塵マスクの着用を

原則とするが、沈着物が舞い上がりやすい活動を行う場合は半面マスクを着用する。

ＯＩＬ１又はＯＩＬ２に基づき防護措置の対象となった区域外で活動を行う場合は

防護装備類の装着は不要であるが、放射性物質の再放出に備え携行する。また、安定

ヨウ素剤は、原子力災害対策重点区域内で活動する場合であっても、原則として服用

の必要はないが、放射性物質の再放出に備え携行する。 
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（別紙） 

 

【各指定行政機関の長】 

内閣総理大臣 

国家公安委員会委員長 

警察庁長官 

金融庁長官 

消費者庁長官 

総務大臣 

消防庁長官 

法務大臣 

外務大臣 

財務大臣 

文部科学大臣 

文化庁長官 

厚生労働大臣 

農林水産大臣 

経済産業大臣 

資源エネルギー庁長官 

中小企業庁長官 

国土交通大臣 

国土地理院長 

気象庁長官 

海上保安庁長官 

環境大臣 

原子力規制委員会委員長 

防衛大臣 

 

【関係自治体の長】 

鹿児島県知事 

���内�長 

さつま町長 
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